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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　前記送信信号の一部を取り出し、相殺信号を生成する直交変調器またはベクトル変調器
と、
　前記直交変調器またはベクトル変調器が生成した相殺信号と、前記受信信号の、振幅お
よび位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号を逆相
とした逆相相殺信号とを合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号に基づいて前記
相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段とは、前記
相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制御を行うことを特徴とする
漏洩信号相殺装置。
【請求項２】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　前記送信信号の一部を取り出し、逆相相殺信号を生成する直交変調器またはベクトル変
調器と、
　前記直交変調器またはベクトル変調器が生成した逆相相殺信号と、前記受信信号の、振
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幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された逆相相殺信号と
を合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号に基づいて前記
逆相相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段とは、
前記逆相相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行うことを特
徴とする漏洩信号相殺装置。
【請求項３】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　送信信号の搬送波を生成する局部発振器からの信号に基づいて相殺信号を生成する直交
変調器またはベクトル変調器と、
　前記直交変調器またはベクトル変調器が生成した相殺信号と、前記受信信号の、振幅お
よび位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号を逆相
とした逆相相殺信号とを合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号に基づいて前記
相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段とは、前記
相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制御を行うことを特徴とする
漏洩信号相殺装置。
【請求項４】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　送信信号の搬送波を生成する局部発振器からの信号に基づいて逆相相殺信号を生成する
直交変調器またはベクトル変調器と、
　前記直交変調器またはベクトル変調器が生成した逆相相殺信号と、前記受信信号の、振
幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された逆相相殺信号と
を合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号に基づいて前記
逆相相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段は、前
記逆相相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行うことを特徴
とする漏洩信号相殺装置。
【請求項５】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　送信部が出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号に対して振幅・位相を調整する信号を
複素乗算して得られた信号を直交変調して相殺信号を生成する第１の直交変調器またはベ
クトル変調器と、
　前記送信部が出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号を直交変調して前記送信信号を生
成する第２の直交変調器またはベクトル変調器と、
　前記第１の直交変調器またはベクトル変調器が生成した相殺信号と、前記受信信号の、
振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記第１の直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号
を逆相とした逆相相殺信号とを合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記第１の直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号と前記送
信部が出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号とを複素乗算した信号に基づいて前記相殺
信号を生成し、前記第１の直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段とは、前
記相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制御を行うことを特徴とす
る漏洩信号相殺装置。
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【請求項６】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　送信部が出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号に対して振幅・位相を調整する信号を
複素乗算して得られた信号を直交変調して逆相相殺信号を生成する第１の直交変調器また
はベクトル変調器と、
　前記送信部が出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号を直交変調して前記送信信号を生
成する第２の直交変調器またはベクトル変調器と、
　前記第１の直交変調器またはベクトル変調器が生成した逆相相殺信号と、前記受信信号
の、振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、
　前記受信信号と、前記第１の直交変調器またはベクトル変調器から出力された逆相相殺
信号とを合成して、前記漏洩信号を相殺する合成器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記信号比較手段の出力信号と前記送信部が
出力するＩチャネル，Ｑチャネルの信号とを複素乗算した信号に基づいて前記逆相相殺信
号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記信号比較手段とは、前記逆相相
殺信号が前記漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行うことを特徴とする漏
洩信号相殺装置。
【請求項７】
　合成器の後段側に設けられた受信信号スイッチと、
　前記受信信号スイッチをオンオフ制御するスイッチ制御手段とを備えた請求項１記載の
漏洩信号相殺装置。
【請求項８】
　スイッチ制御手段は、送信信号として、信号レベルが所定値以下の状態を含む変調信号
の場合、前記受信信号スイッチをオフとすることを特徴とする請求項７記載の漏洩信号相
殺装置。
【請求項９】
　送信信号として信号レベルが所定値以下の状態を含む変調信号の場合、当該変調信号の
送信中は、信号比較手段から直交変調器またはベクトル変調器への入力を保持することを
特徴とする請求項１記載の漏洩信号相殺装置。
【請求項１０】
　直交変調器またはベクトル変調器と信号比較手段とは、漏洩信号を相殺する相殺動作モ
ードと、変化する漏洩信号に追従して相殺信号を生成する適応動作モードとを備え、前記
相殺動作モードでは相殺信号の振幅と位相を一定とすることを特徴とする請求項１記載の
漏洩信号相殺装置。
【請求項１１】
　合成器への相殺信号の入力をオンオフする相殺信号スイッチを設け、
　送信動作を行わず、受信動作のみの場合は前記相殺信号スイッチをオフすることを特徴
とする請求項１記載の漏洩信号相殺装置。
【請求項１２】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　前記送信信号の一部を取り出し、相殺信号を生成する直交変調器またはベクトル変調器
と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号とを合
成して、前記漏洩信号を相殺する合成器と、
　前記合成器から出力された受信信号を直交復調し、Ｉ，Ｑ誤差信号を出力する直交復調
器と、
　前記Ｉ，Ｑ誤差信号をそれぞれ積分する第１，第２の積分器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記第１，第２の積分器の出力信号に基づい
て前記相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記直交復調器と第１
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，第２の積分器とは、前記相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制
御を行うと共に、漏洩信号を相殺する相殺動作モードと、変化する漏洩信号に追従して相
殺信号を生成する適応動作モードとを備え、前記相殺動作モードでは相殺信号の振幅と位
相を一定とすることを特徴とする漏洩信号相殺装置。
【請求項１３】
　送受信機における送信信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であっ
て、
　前記送信信号の一部を取り出し、相殺信号を生成する直交変調器またはベクトル変調器
と、
　前記受信信号と、前記直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号とを合
成して、前記漏洩信号を相殺する合成器と、
　前記合成器への相殺信号の入力をオンオフする相殺信号スイッチと、
　前記合成器から出力された受信信号を直交復調し、Ｉ，Ｑ誤差信号を出力する直交復調
器と、
　前記誤差Ｉ，Ｑ信号をそれぞれ積分する第１，第２の積分器とを備え、
　前記直交変調器またはベクトル変調器は、前記第１，第２の積分器の出力信号に基づい
て前記相殺信号を生成し、前記直交変調器またはベクトル変調器と前記直交復調器と第１
，第２の積分器とは、前記相殺信号が前記漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制
御を行うと共に、送信動作を行わず、受信動作のみの場合は前記相殺信号スイッチをオフ
することを特徴とする漏洩信号相殺装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、無線識別システムの質問器やレーダ装置に用いられる漏洩信号相殺装置に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば、無線識別システムの質問器等における漏洩信号相殺回路では、カプラで
送信信号の一部を取り出し、送信部から受信部に漏れ込む漏洩信号と等振幅、逆相になる
ように、取り出した信号の振幅と位相を可変減衰器と移相器で調整し、生成した相殺信号
を受信信号と合成して漏洩信号を相殺するようにしたものがあった（例えば、特許文献１
参照）。
【０００３】
　また、取り出した信号の振幅と位相を直交変調器で調整して漏洩信号と等振幅、逆相の
相殺信号を生成し、受信信号と合成して漏洩信号を相殺する方法も提案されている（例え
ば、非特許文献１参照）。この文献は、更に進んで、漏洩信号の変動に追従するように帰
還ループを構成して安定して漏洩信号を相殺できる回路も示している（Ｆｉｇｕｒｅ２参
照）。
【０００４】
　この回路は、次のような動作を行うものである。即ち、相殺信号を生成して漏洩信号を
相殺した後の受信信号を、直交ミキサで直交復調する。この直交ミキサのＬＯ端子には送
信信号の一部を取り出した信号が入力されている。直交ミキサが出力するベースバンドＩ
，Ｑ信号の利得を調整し、前記直交変調器のＩ，Ｑ端子に入力する。すると、相殺信号と
の合成では相殺しきれなかった漏洩信号は、送信信号の一部を取り出した信号により直交
ミキサでＩ，Ｑ信号に分解される。送信信号の一部を取り出した同じ信号から相殺信号を
生成している直交変調器のＩ，Ｑ信号に相殺しきれなかった漏洩信号のＩ，Ｑ信号を加え
ることで、漏洩信号がさらに相殺されるようになる。漏洩信号の振幅や位相が変化して漏
洩信号が十分に相殺できなくなったときも、同様の動作により漏洩信号の変動に追従して
、漏洩信号がさらに相殺される。
【０００５】
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【特許文献１】特開平１０－６２５１８号公報
【非特許文献１】Beasley他著「Solving the problems of a single antenna frequency 
modulated CW radar」Record of the IEEE 1990 International Radar Conference, 7-10
 May 1990, P391～395, Figure 1, Figure 2
【０００６】
　送信部から受信部に漏れ込む漏洩信号の振幅や位相は、アンテナ周囲の環境、即ち、ア
ンテナ付近の反射体（金属）、人体の有無によって変化する。特許文献１に示された従来
の漏洩信号相殺回路は、漏洩信号と等振幅、逆相になるよう送信部から取り出した信号を
調整する機構が半固定であるため、アンテナ周囲環境の変化によって生じる漏洩信号の振
幅や位相の変動に追従できず、安定した相殺ができない問題点があった。
【０００７】
　また、非特許文献１に示された従来の漏洩信号相殺回路は、帰還制御によって漏洩信号
の変動には追従できる。しかしながら、このような回路では、相殺信号を求めるためには
必ず直交ミキサを介することが必要である。ここで、帰還制御が働いて漏洩信号を十分に
相殺するまでの動作中は大きな漏洩信号が直交ミキサに入力されることから、非特許文献
１に示された構成では、大電力の入力に耐えるような高価な直交ミキサを使わなければな
らないという問題点があった。
【０００８】
　この発明は上記のような課題を解決するためになされたもので、相殺信号を確実に求め
ることができ、漏洩信号の変動に追従して安定した漏洩信号の相殺を実現することができ
る漏洩信号相殺装置を得ることを目的とする。
【発明の開示】
【０００９】
　この発明に係る漏洩信号相殺装置は、送信信号の一部を取り出し、相殺信号を生成する
直交変調器またはベクトル変調器と、直交変調器またはベクトル変調器が生成した相殺信
号と、受信信号との、振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号
比較手段と、直交変調器またはベクトル変調器から出力された相殺信号を逆相とした逆相
相殺信号と、受信信号とを合成して、漏洩信号を相殺する合成器とを備え、直交変調器ま
たはベクトル変調器は、信号比較手段の出力信号に基づいて相殺信号を生成し、かつ、こ
れらは、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還制御を行うようにしたも
のである。
【００１０】
　このことによって、相殺信号を確実に求めることができ、漏洩信号の変動に追従して安
定した漏洩信号の相殺を実現することができる漏洩信号相殺装置を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】この発明の実施の形態１による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図２】この発明の実施の形態４による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図３】この発明の実施の形態５による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図４】この発明の実施の形態６による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図５】この発明の実施の形態７による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図６】この発明の実施の形態７による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【図７】この発明の実施の形態８による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
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【図８】この発明の実施の形態８による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図
である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、この発明をより詳細に説明するために、この発明を実施するための最良の形態に
ついて、添付の図面に従って説明する。
実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１による漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成
図である。
　図示の送受信機は、送信部１０１、局部発振器１０２、第１のミキサ１０３、電力増幅
器１０４、サーキュレータ１０５、第２のミキサ１０６、高域通過フィルタ（ＨＰＦ）１
０７、受信部１０８、カプラ２０１、直交変調器２０２、第１の分配器２０３、第２の分
配器２０４、合成器２０５、振幅比較器３０１、位相比較器３０２、第１のＡ／Ｄ変換器
（第１のＡＤＣ）３０３、第２のＡ／Ｄ変換器（第２のＡＤＣ）３０４、第１の積分器３
０５、第２の積分器３０６、直交座標変換部３０７、第１のＤ／Ａ変換器（第１のＤＡＣ
）３０８、第２のＤ／Ａ変換器（第２のＤＡＣ）３０９、受信信号スイッチ１１１、スイ
ッチ制御手段１１２を備えている。
【００１３】
　また、第１の積分器３０５～直交座標変換部３０７はディジタル信号を処理するディジ
タル部３１１であり、このディジタル部３１１を含む振幅比較器３０１～第２のＤ／Ａ変
換器３０９によって信号比較手段３００が構成されている。そして、カプラ２０１～信号
比較手段３００の構成によって、漏洩信号を相殺するための漏洩信号相殺装置が実現され
ている。
【００１４】
　送信部１０１は、ベースバンドまたは中間周波数の送信信号を出力するための送信部で
ある。局部発振器１０２は搬送波を発振する発振器である。第１のミキサ１０３は、送信
部１０１が出力するベースバンドまたは中間周波数の送信信号を、局部発振器１０２が出
力する局発信号と乗算して搬送波をオンオフ変調するためのミキサである。電力増幅器１
０４は、送信信号を電力増幅する増幅器である。サーキュレータ１０５は、図示しないア
ンテナに対して電力増幅器１０４が出力する送信信号を供給すると共に、そのアンテナか
ら受信信号を取り出すためのサーキュレータである。第２のミキサ１０６は、受信信号を
局部発振器１０２が出力する局部発信信号と乗算してベースバンドまたは中間周波数の受
信信号に変換するためのミキサである。受信部１０８は、第２のミキサ１０６で周波数変
換されたベースバンドまたは中間周波数の受信信号を処理するための受信部である。また
、高域通過フィルタ１０７は、第２のミキサ１０６から出力された信号から直流成分を除
去するためのフィルタである。
【００１５】
　カプラ２０１は、電力増幅器１０４が出力する送信信号の一部を取り出すカプラ、直交
変調器２０２は、カプラ２０１で取り出された送信信号の振幅と位相を調整して相殺信号
を生成する直交変調器であり、信号比較手段３００から出力されるＩ，Ｑ信号に基づいて
相殺信号を生成するよう構成されている。
【００１６】
　第１の分配器２０３は、直交変調器２０２が出力する相殺信号を逆相分配する分配器、
第２の分配器２０４は、合成器２０５で相殺信号と合成する前の受信信号の一部を取り出
す分配器である。合成器２０５は、第１の分配器２０３の出力信号と受信信号を合成する
合成器である。振幅比較器３０１は、第１の分配器２０３が出力する相殺信号と第２の分
配器２０４が出力する受信信号の振幅を比較する比較器、位相比較器３０２は、第１の分
配器２０３が出力する相殺信号と第２の分配器２０４が出力する受信信号の位相を比較す
る比較器である。
【００１７】



(7) JP 4202406 B2 2008.12.24

10

20

30

40

50

　第１のＡ／Ｄ変換器３０３および第２のＡ／Ｄ変換器３０４は、振幅比較器３０１、位
相比較器３０２が出力する振幅差信号、位相差信号をそれぞれＡ／Ｄ変換するＡ／Ｄ変換
器、第１の積分器３０５および第２の積分器３０６は、それぞれ第１、第２のＡ／Ｄ変換
器の出力する振幅差信号、位相差信号を積分する積分器である。
【００１８】
　直交座標変換部３０７は、第１の積分器３０５が出力する振幅データと、第２の積分器
３０６が出力する位相データとを入力とし、極座標→直交座標の変換を行う信号処理回路
である。第１のＤ／Ａ変換器３０８および第２のＤ／Ａ変換器３０９は、直交座標変換部
３０７の出力をＤ／Ａ変換するＤ／Ａ変換器である。また、上述したように、以上の振幅
比較器３０１～第２のＤ／Ａ変換器３０９によって、直交変調器２０２が生成した相殺信
号と受信信号の振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手
段３００が構成されている。更に、受信信号スイッチ１１１は、合成器２０５の出力と第
２のミキサ１０６の入力を導通させたり遮断したりするスイッチである。スイッチ制御手
段１１２は、受信信号スイッチ１１１をオンオフ制御するための制御部であり、具体的な
制御については後述する。
【００１９】
　次に、実施の形態１の動作について説明する。
　先ず、カプラ２０１で取り出した送信信号（搬送波）の一部は直交変調器２０２のＬＯ
端子に入力される。直交変調器２０２は、第１、第２のＤ／Ａ変換器３０８、３０９が出
力するＩ，Ｑ信号を用いて取り出した信号の振幅と位相を調整して相殺信号を出力する。
相殺信号は第１の分配器２０３で逆相分配され、逆相で出力された相殺信号が合成器２０
５で受信信号と合成されて、受信信号に含まれる漏洩信号を相殺する。
【００２０】
　一方、合成器２０５で相殺信号と合成される前の受信信号の一部は第２の分配器２０４
で取り出される。第１の分配器２０３が出力する相殺信号、および、第２の分配器２０４
が出力する受信信号は、振幅比較器３０１と位相比較器３０２に入力される。振幅比較器
３０１と位相比較器３０２は、第１の分配器２０３が分配した相殺信号と、第２の分配器
２０４が分配した受信信号の振幅と位相を比較して、振幅差、位相差に比例した信号を出
力する。第１、第２のＡ／Ｄ変換器３０３、３０４は、振幅比較器３０１、位相比較器３
０２が出力する振幅差信号、位相差信号をＡ／Ｄ変換する。更に、第１、第２の積分器３
０５、３０６によって、第１、第２のＡ／Ｄ変換器の出力する振幅差信号、位相差信号が
積分され、振幅データおよび位相データとなる。
【００２１】
　直交座標変換部３０７は、第１の積分器３０５が出力する振幅データと、第２の積分器
３０６が出力する位相データとを入力とし、極座標→直交座標の変換を行う。第１、第２
のＤ／Ａ変換器２２０、２２１は、直交座標変換部３０７の出力をＤ／Ａ変換する。この
信号をＩ，Ｑ信号として直交変調器２０２に入力する。
【００２２】
　例えば、第２の分配器２０４で取り出した受信信号が第１の分配器２０３で分配した相
殺信号に比べて振幅が大きい（小さい）場合、振幅比較器３０１は振幅差に比例した正（
負）の信号を出力するので、第１の積分器３０５が出力する振幅データが増加（減少）す
る。すると、振幅データと位相データを直交座標変換部３０７で直交座標に変換した結果
をＤ／Ａ変換したＩ，Ｑ信号の振幅（第１、第２のＤ／Ａ変換器３０８、３０９の出力）
が増加（減少）し、直交変調器２０２がＩ，Ｑ信号を直交変調して生成する相殺信号の振
幅も増加（減少）する。このような制御は受信信号と相殺信号の振幅が等しくなるように
常に行われる。
【００２３】
　一方、位相についても同様に、第２の分配器２０４で取り出した受信信号が第１の分配
器２０３で分配した相殺信号に比べて位相が進んでいる（遅れている）場合、位相比較器
３０２は位相差に比例した正（負）の信号を出力するので、第２の積分器３０６が出力す
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る位相データが増加（減少）する。すると、振幅データと位相データを直交座標変換部３
０７で直交座標に変換した結果をＤ／Ａ変換したＩ，Ｑ信号の位相（第１、第２のＤ／Ａ
変換器３０８、３０９の出力）が進む（遅れる）ので、直交変調器２０２がＩ，Ｑ信号を
直交変調して生成する相殺信号の位相が進む（遅れる）。このような制御は受信信号と相
殺信号の位相が等しくなるように常に行われる。
【００２４】
　以上のようにして、第１の分配器２０３で分配した相殺信号が第２の分配器２０４で取
り出した受信信号と振幅、位相が等しくなるように制御される。この相殺信号は第１の分
配器２０３で逆相分配され、合成器２０５で受信信号と合成されるので、受信信号に含ま
れる漏洩信号が相殺される。
【００２５】
　また、帰還制御が働いて漏洩信号を十分に相殺するまでの動作中は大きな漏洩信号が第
２のミキサ１０６に入力されるため、スイッチ制御手段１１２は、受信信号スイッチ１１
１をオフにして合成器２０５の出力と第２のミキサ１０６の入力を遮断する。即ち、スイ
ッチ制御手段１１２は、受信信号スイッチ１１１の制御を次のように行う。
【００２６】
　先ず、一定時間、漏洩信号相殺装置の学習のために無変調搬送波を送信し、その間、漏
洩信号を相殺するように上述した制御が行われる。スイッチ制御手段１１２は、搬送波の
送信を始めるにあたって受信信号スイッチ１１１をオフ制御する。そして、以下のいずれ
かの制御により、受信信号スイッチ１１１をオンとする。
【００２７】
　１）漏洩信号が十分に相殺できようになるのに要する一定時間を予め求め、この一定時
間の情報に基づいて、一定時間後に受信信号スイッチ１１１をオンとする。
　２）信号比較手段３００における漏洩信号と相殺信号の振幅および位相の差が一定の値
となった場合、これを受けて受信信号スイッチ１１１をオンにする。
　３）合成器２０５の後段側にレベル検出器を設け、合成器２０５の出力レベルが一定の
値以下になったら、十分に漏洩信号が相殺できたものとして受信信号スイッチ１１１をオ
ンにする。
【００２８】
　このように受信信号スイッチ１１１のオンオフ制御を行うため、第２のミキサ１０６に
大きな漏洩信号が入力されることがなく、従って、第２のミキサは大電力の入力に耐える
ものを使う必要がない。その結果、安価な無線識別システムやレーダ装置を実現できる。
【００２９】
　尚、以上の説明では、第２のミキサ１０６の入力耐電力が十分大きくない場合として、
受信信号スイッチ１１１およびスイッチ制御手段１１２を使う例を示したが、第２のミキ
サ１０６の入力耐電力が大きい場合や、もともとの漏洩信号が大きくない場合には受信信
号スイッチ１１１およびスイッチ制御手段１１２を省略することができる。
【００３０】
　また、以上の説明では、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相となるように帰還制御を
行ったが、逆相相殺信号が漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行い、逆相
相殺信号を直交変調器で生成し、受信信号と逆相合成信号とを同相合成して、漏洩信号を
相殺するようにしてもよい。
【００３１】
　即ち、この場合の構成としては、直交変調器２０２が逆相相殺信号を生成し、信号比較
手段３００は、直交変調器２０２が生成した逆相相殺信号と、受信信号の振幅および位相
を比較し、比較結果に対応した信号を出力する。そして、直交変調器２０２と信号比較手
段３００は、逆相相殺信号が漏洩信号と等振幅、逆位相になるよう帰還制御を行う。尚、
この場合、合成器２０５は、直交変調器２０２から出力された逆相相殺信号と受信信号と
を同相合成するため、第１の分配器２０３として逆相分配器の代わりに同相分配器を用い
る。
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【００３２】
　以上のように、実施の形態１の漏洩信号相殺装置によれば、送受信機における送信信号
の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であって、送信信号の一部を取り出
して相殺信号を生成する直交変調器と、直交変調器が生成した相殺信号と、受信信号との
、振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、受信信
号と、直交変調器から出力された相殺信号を逆相とした逆相相殺信号とを合成して、漏洩
信号を相殺する合成器とを備え、直交変調器は、信号比較手段の出力信号に基づいて相殺
信号を生成し、直交変調器と信号比較手段は、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相にな
るように帰還制御を行うようにしたので、相殺信号を確実に求めることができ、漏洩信号
の変動に追従して安定した漏洩信号の相殺を実現することができる。
【００３３】
　また、実施の形態１の漏洩信号相殺装置によれば、送受信機における送信信号の受信信
号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であって、送信信号の一部を取り出し、逆相
相殺信号を生成する直交変調器と、直交変調器が生成した逆相相殺信号と、受信信号の、
振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出力する信号比較手段と、受信信号
と、直交変調器から出力された逆相相殺信号とを合成して、漏洩信号を相殺する合成器と
を備え、直交変調器は、信号比較手段の出力信号に基づいて逆相相殺信号を生成し、直交
変調器と信号比較手段は、逆相相殺信号が漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制
御を行うようにしたので、相殺信号を確実に求めることができ、漏洩信号の変動に追従し
て安定した漏洩信号の相殺を実現することができる。
【００３４】
　また、実施の形態１の漏洩信号相殺装置によれば、合成器の後段側に設けられた受信信
号スイッチと、受信信号スイッチをオンオフ制御するスイッチ制御手段とを備えたので、
合成器の後段側に設けられたミキサに大きな漏洩信号が入力されることがなく、従って、
ミキサは大電力の入力に耐えるものを使う必要がない。その結果、安価な無線識別システ
ムやレーダ装置を実現できる。
【００３５】
実施の形態２．
　上記実施の形態１では、カプラ２０１で取り出した送信信号の一部の振幅や位相を直交
変調器２０２のＬＯ端子に入力し、受信信号と等振幅、同相になるように調整していた。
直交変調器は一般的にミキサで構成されている。直交変調器に入力するＩ，Ｑ信号電圧を
固定した条件において、ＬＯ端子に入力される信号レベルと直交変調器の出力信号レベル
とは非線形な関係になっており、ＬＯ端子に入力される信号レベルがミキサの動作に必要
なレベルを下回ると直交変調器は動作しなくなる。直交変調器にはこのような特徴がある
ため、質問器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を送信する場合には、信号振幅が小さい
シンボルや搬送波がオフとなるシンボルでは、直交変調器２０２のＬＯ端子に入力される
信号レベルがミキサの動作に必要なレベルを下回って、直交変調器２０２が動作しなくな
ってしまう。すると、正しい帰還制御が行えなくなり、振幅差や位相差の異常な値が入力
されてしまう。そうなると、信号振幅が大きなシンボルや搬送波がオンになるシンボルで
帰還ループが形成された後も、暫くの間は相殺信号が漏洩信号に追従できず、結果として
漏洩信号を十分に相殺できない問題がある。
【００３６】
　このような点から、実施の形態２では、直交変調器２０２の代わりにベクトル変調器を
用いる。ベクトル変調器は、ＲＦ入力端子に入力するＩ，Ｑ信号電圧が一定の場合、ＲＦ
入力端子に入力する信号レベルとベクトル変調器の出力信号レベルには線形な関係があり
（即ち、ＬＯ端子の入力信号レベルを１ｄＢ減少させると、直交変調器の出力信号レベル
が１ｄＢ減少し）、ＲＦ入力端子に入力する信号レベルが小さいときでもベクトル変調器
が動作しなくなることはなく、かつ、ベクトル変調器に入力するＩ，Ｑ信号により、ＲＦ
入力端子に入力する信号レベルの変動を含んだ信号に対して、振幅利得や移相量を制御す
ることができる。従って、質問器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を送信する場合でも
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、正しく帰還制御が働き、相殺信号が漏洩信号に追従して、漏洩信号を十分に相殺するこ
とができる。これ以外の構成は実施の形態１と同様であるため、ここでの説明は省略する
。
【００３７】
　以上のように、実施の形態２の漏洩信号相殺装置によれば、相殺信号の振幅と位相を調
整する直交変調器に代えてベクトル変調器を用いたので、質問器が振幅変調信号やオンオ
フ変調信号を送信する場合でも、正しく帰還制御が働き、相殺信号が漏洩信号に追従して
、漏洩信号を十分に相殺することができる。その結果、質問機が振幅変調信号やオンオフ
変調信号を送信するような無線識別システムやレーダ装置でも使うことができる。
【００３８】
実施の形態３．
　上記実施の形態１では、カプラ２０１で取り出した送信信号の一部の振幅や位相を直交
変調器２０２のＬＯ端子に入力し、受信信号と等振幅、同相になるように調整していた。
前述のように、直交変調器は一般的にミキサで構成されており、ＬＯ端子に入力される信
号レベルがミキサの動作に必要なレベルを下回ると直交変調器は動作しなくなる。このた
め、質問器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を送信する場合には、漏洩信号を十分に相
殺できない問題がある。
【００３９】
　このような点から、実施の形態３では、スイッチ制御手段１１２は、無線識別システム
において質問器が応答器に対してオンオフ変調信号を用いて命令を送信する間は受信信号
スイッチ１１１をオフするよう制御を行う。これ以外の構成は実施の形態１または実施の
形態２と同様であるため、ここでの説明は省略する。尚、上記例では、送信信号がオンオ
フ変調信号の場合に受信信号スイッチ１１１をオフとするようにしたが、オンオフ変調だ
けではなく、送信信号の信号レベルが直交変調器２０２が正常に動作できない程小さい値
を含むような振幅変調や位相変調信号であれば、同様に適用可能である。
【００４０】
　以上のように、実施の形態３の漏洩信号相殺装置によれば、合成器の後段側に設けられ
た受信信号スイッチと、送信信号として、信号レベルが所定値以下の状態を含む変調信号
の場合、受信信号スイッチをオフとするスイッチ制御手段とを備えたので、漏洩信号を十
分に相殺できない場合でも、合成器後段側のミキサに大きな漏洩信号が入力されることが
なく、従って、ミキサは大電力の入力に耐えるものを使う必要がない。その結果、安価な
無線識別システムやレーダ装置を実現することができる。
【００４１】
　また、上記実施の形態３では、送信信号として信号レベルが所定値以下の状態を含むオ
ンオフ変調信号の場合は、受信信号スイッチ１１１をオフとするようにしたが、次のよう
な制御を行ってもよい。即ち、このようなオンオフ変調信号を送信する前に、前もって直
交変調器２０２および信号比較手段３００の帰還制御によって相殺信号の学習を行い、信
号比較手段３００から直交変調器２０２への入力信号を保持するようにしてもよい。この
ようにすれば、オンオフ変調信号に対しても常に適切な振幅と位相の相殺信号が合成され
、漏洩信号を効果的に相殺することができる。尚、このような入力信号を保持する構成に
ついては、後述する実施の形態６に記載の構成等を用いることができる。
【００４２】
実施の形態４．
　上記実施の形態３では、オンオフ変調信号の送信中に受信信号スイッチ１１１をオフに
して回路を保護するようにしたものであるが、オンオフ変調信号の送信中も制御を行って
漏洩信号を相殺できるような漏洩信号相殺装置を実施の形態４として示す。
【００４３】
　図２は、実施の形態４の漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図である。
　図において、直交変調器２０２のＬＯ端子には、局部発振器１０２が発振する搬送波を
供給する。即ち、実施の形態１では、直交変調器２０２のＬＯ端子はカプラ２０１に接続
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されていたが、実施の形態４では局部発振器１０２の出力信号が接続されている。これ以
外の構成は図１の構成（実施の形態１～実施の形態３のいずれか）と同様であるため、対
応する部分に同一符号を付してその説明を省略する。
【００４４】
　実施の形態４では、直交変調器２０２のＬＯ端子に局部発振器１０２が発振する搬送波
が常時入力されるため、ＬＯ端子の入力が無くなることがない。従って、オンオフ変調信
号の送信中も漏洩信号相殺装置が正常に動作することができる。
【００４５】
　また、実施の形態４においても、実施の形態１における変形例と同様に、逆相相殺信号
が漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行い、逆相相殺信号を直交変調器で
生成して、受信信号と逆相合成信号とを同相合成して、漏洩信号を相殺するようにしても
よい。この場合の各構成は、直交変調器２０２が局部発振器１０２からの信号に基づいて
逆相相殺信号を生成する以外は、実施の形態１における変形例と同様である。
【００４６】
　以上のように、実施の形態４の漏洩信号相殺装置によれば、送受信機における送信信号
の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であって、送信信号の搬送波を生成
する局部発振器からの信号に基づいて相殺信号を生成する直交変調器と、直交変調器が生
成した相殺信号と、受信信号の、振幅および位相を比較し、比較結果に対応した信号を出
力する信号比較手段と、受信信号と、直交変調器から出力された相殺信号を逆相とした逆
相相殺信号とを合成して、漏洩信号を相殺する合成器とを備え、直交変調器は、局部発振
器からの局発信号で常時動作して、信号比較手段の出力信号に基づいて相殺信号を生成し
、直交変調器と信号比較手段は、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相になるように帰還
制御を行うようにした。そのため、例えば、オンオフ変調信号を送信する場合でも、正常
な値の相殺信号を出力することができ、従って、このような場合でも、合成器後段側のミ
キサに大きな漏洩信号が入力されることがなく、ミキサは大電力の入力に耐えるものを使
う必要がない。
【００４７】
　また、実施の形態４の変形例による漏洩信号相殺装置によれば、送受信機における送信
信号の受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であって、送信信号の搬送波を
生成する局部発振器からの信号に基づいて逆相相殺信号を生成する直交変調器と、直交変
調器が生成した逆相相殺信号と、受信信号の、振幅および位相を比較し、比較結果に対応
した信号を出力する信号比較手段と、受信信号と、直交変調器から出力された逆相相殺信
号とを合成して、漏洩信号を相殺する合成器とを備え、直交変調器は、局部発振器からの
局発信号で常時動作して、信号比較手段の出力信号に基づいて逆相相殺信号を生成し、直
交変調器と信号比較手段は、逆相相殺信号が漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還
制御を行うようにした。そのため、例えば、オンオフ変調信号を送信する場合でも、正常
な値の相殺信号を出力することができ、従って、このような場合でも、合成器後段側のミ
キサに大きな漏洩信号が入力されることがなく、ミキサは大電力の入力に耐えるものを使
う必要がない。
【００４８】
実施の形態５．
　上記実施の形態２では、直交変調器に代えてベクトル変調器を使うことによって、質問
器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を送信する場合でも、漏洩信号を常に相殺するよう
にしたものであるが、ベクトル変調器を使わず直交変調器によって振幅変調信号やオンオ
フ変調信号の送信中も漏洩信号を相殺できるような漏洩信号相殺装置を実施の形態５とし
て示す。
【００４９】
　図３は、実施の形態５の漏洩信号相殺装置を備えた送受信機を示す構成図である。
　図において、送信部１０９はＩ，Ｑチャネルのディジタル信号を出力する送信部であり
、送信部１０１とはディジタルＩ，Ｑ信号を出力する点で異なる。第３、第４のＤ／Ａ変
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換器（第３のＤＡＣ、第４のＤＡＣ）１２１、１２２は、それぞれＩチャネル，Ｑチャネ
ルのディジタル信号をアナログ信号に変換するＤ／Ａ変換器、第２の直交変調器１２３は
第３、第４のＤ／Ａ変換器１２１、１２２が出力するＩ，Ｑチャネルのアナログ信号によ
って局部発振器１０２が出力する局発信号を直交変調する直交変調器である。また、３１
０は送信部１０９が出力するディジタルＩ，Ｑ信号と直交座標変換部３０７の出力とを複
素乗算する複素乗算器であり、第１、第２の積分器３０５、３０６、直交座標変換部３０
７、複素乗算器３１０はディジタル部３１２を構成する。これ以外の構成は図１の構成と
同様であるため、対応する部分に同一符号を付してその説明を省略する。
【００５０】
　次に、動作について説明する。複素乗算器３１０がなければ、直交変調器２０２と第２
の直交変調器１２３の出力は同じ変調信号である。従って、直交変調器２０２の出力と電
力増幅器１０４の出力も、信号レベルこそ異なるが同じ変調信号となる。つまり、第１直
交変調器２０２の出力は、図１においてカプラ２０１で電力増幅器１０４の出力の一部を
取り出した信号に相当する。そして、実施の形態１と同様の動作により、この変調信号の
振幅と位相を調整して相殺信号を生成し、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相になるよ
うに帰還制御を行う。具体的には、直交座標変換部３０７の出力を送信部１０９が出力す
るディジタルＩ，Ｑ信号と複素乗算器３１０で複素乗算することにより、変調信号の振幅
と位相を調整する。このような構成により、質問器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を
送信する場合でも、正しく帰還制御が働き、相殺信号が漏洩信号に追従して、漏洩信号を
十分に相殺することができる。
【００５１】
　尚、以上の説明では、直交変調器（直交変調器２０２）を用いて相殺信号を生成してい
るが、第１，第２の直交変調器２０２，１２３に対してベクトル変調器を用いてもよい。
　また、実施の形態５においても、実施の形態１における変形例と同様に、逆相相殺信号
が漏洩信号と等振幅、逆位相になるように帰還制御を行い、逆相相殺信号を直交変調器で
生成して、受信信号と逆相合成信号とを同相合成して、漏洩信号を相殺するようにしても
よい。
【００５２】
　以上のように、実施の形態５の漏洩信号相殺装置によれば、送信部が出力するＩチャネ
ル，Ｑチャネルのディジタル信号を分配し、一方は搬送波を直交変調して送信信号を生成
し、他の一方は、相殺信号と受信信号との比較結果により得られたデータと複素乗算を行
って、振幅と位相を調整した相殺信号を生成し、相殺信号が漏洩信号と等振幅、同位相に
なるように帰還制御を行うようにしたので、質問器が振幅変調信号やオンオフ変調信号を
送信する場合でも、正しく帰還制御が働き、相殺信号が漏洩信号に追従して、漏洩信号を
十分に相殺することができる。その結果、質問機が振幅変調信号やオンオフ変調信号を送
信するような無線識別システムやレーダ装置でも使うことができる。
【００５３】
　また、実施の形態５の変形例による漏洩信号相殺装置によれば、送信部が出力するＩチ
ャネル，Ｑチャネルのディジタル信号を分配し、一方は搬送波を直交変調して送信信号を
生成し、他の一方は、逆相相殺信号と受信信号との比較結果により得られたデータと複素
乗算を行って、振幅と位相を調整した逆相相殺信号を生成し、逆相相殺信号が漏洩信号と
等振幅、同位相になるように帰還制御を行うようにしたので、質問器が振幅変調信号やオ
ンオフ変調信号を送信する場合でも、正しく帰還制御が働き、相殺信号が漏洩信号に追従
して、漏洩信号を十分に相殺することができる。その結果、質問機が振幅変調信号やオン
オフ変調信号を送信するような無線識別システムやレーダ装置でも使うことができる。
【００５４】
実施の形態６．
　以上の実施の形態では、相殺信号を受信信号と等振幅、同相に調整して逆相で合成する
ことで合成後の出力がゼロになるように帰還制御が常に行われる。受信中に帰還制御を行
うと、受信信号と合成される相殺信号の振幅や位相が帰還制御により受信中に変動して、
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受信信号に妨害を与えてしまう。そのため、受信信号のレベルが小さいときには復調でき
ない恐れがある。そこで、実施の形態６では、漏洩信号を相殺する相殺動作モードと、変
化する漏洩信号に追従して相殺信号を生成する適応動作モードとを備え、相殺動作モード
では相殺信号を保持して振幅や位相が一定の信号とするようにしたものである。即ち、通
常、漏洩信号は急激な変化はしないため、適応動作モードで相殺信号の適応動作を行った
後、相殺動作モードに移行しても、相殺動作は行えることから、応答器からの信号受信中
等では、相殺動作モードとするようにしたものである。
【００５５】
　図４は、実施の形態６の漏洩信号相殺装置を用いた送受信機の構成図である。
　受信中、適応動作モードから相殺動作モードに移行する場合、信号比較手段３００の第
１の積分器３０５および第２の積分器３０６には、図示しない制御部より保持信号が入力
される。これにより、第１の積分器３０５および第２の積分器３０６は、積分動作を中止
し、その出力が保持される。すると、第１、第２のＤ／Ａ変換器は３０８、３０９が出力
するＩ，Ｑ信号も一定の値で保持され、直交変調器２０２で生成される相殺信号が一定と
なる。このように、直交変調器２０２および信号比較手段３００は、適応動作モードから
相殺動作モードに移行することによって、受信信号に妨害を与えるといったことを防止す
ることができる。
【００５６】
　例えば、無線識別システムでは、先ず、質問器がオンオフ変調されたコマンドを送信す
る。続いて、無変調搬送波を送信しながら、応答器からの応答を受信する。この時点で、
図示しない制御部は、上述した第１の積分器３０５および第２の積分器３０６への保持信
号を出力する。質問器の受信信号は、応答器からの応答に送信部１０１からの漏洩信号が
加わった信号となる。漏洩信号は一定振幅、一定位相の無変調搬送波である。この漏洩信
号は、局部発振器１０２からの局発信号と第２のミキサ１０６で混合されて直流電圧に変
換され、高域通過フィルタ１０７で除去される。こうして、応答器からの応答信号だけを
取り出して受信部１０８で受信する。
【００５７】
　ここで、信号比較手段３００のＩ，Ｑ信号を保持せずに帰還制御で漏洩信号を追従させ
た場合、即ち、適応動作モードのままで動作させた場合、相殺信号の振幅や位相は常に微
小な値（Ｉ，Ｑ信号を量子化した１ＬＳＢ程度）で変動し続ける。そのため、局発信号と
混合した結果は一定の直流電圧とはならず、変動分が高域通過フィルタ１０７を通過して
しまい、応答器から応答信号が微小なレベルであった場合には、その応答信号に妨害を与
えることになってしまう。
【００５８】
　これに対し、相殺動作モードとして、信号比較手段３００のＩ，Ｑ信号を保持すること
により、直交変調器２０２より出力される相殺信号は、一定振幅、一定位相の無変調搬送
波となる。この相殺信号が漏洩信号と全く等振幅、同位相でなかったとしても、相殺信号
と漏洩信号の合成信号は一定振幅、一定位相の無変調搬送波となる。従って、局発信号と
混合すると直流電圧となり、高域通過フィルタ１０７で除去できる。尚、この場合、相殺
信号と漏洩信号の合成信号のレベルは第２のミキサ１０６を破壊する程大きな値ではない
ため、スイッチ制御手段１１２によるオフ制御は行われない。
【００５９】
　実施の形態６におけるこれ以外の構成および動作は図１に示した実施の形態１または実
施の形態２と同様であるため、対応する部分に同一符号を付してその説明を省略する。
【００６０】
　尚、上記の構成では、信号比較手段３００のＩ，Ｑ信号を保持する手段として、保持信
号を第１、第２の積分器３０５、３０６に入力する例を示したが、第１、第２のＤ／Ａ変
換器３０８、３０９に保持信号を入力して、出力値を一定に保持しても同じ効果がある。
また、相殺動作モードとして合成器２０５に与える相殺信号が一定の信号となるような構
成であればどのような構成であってもよい。更に、実施の形態２～５の構成に対して適用
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してもよい。
【００６１】
　以上のように、実施の形態６の漏洩信号相殺装置によれば、直交変調器と信号比較手段
は、漏洩信号を相殺する相殺動作モードと、変化する漏洩信号に追従して相殺信号を生成
する適応動作モードとを備え、相殺動作モードでは相殺信号を固定値とするようにしたの
で、帰還制御動作による受信信号への妨害を排除することができ、従って、受信信号のレ
ベルが小さいときでも受信部で良好に復調することができる。
【００６２】
実施の形態７．
　上記実施の形態６は、漏洩信号相殺装置において、漏洩信号を相殺する相殺動作モード
と、変化する漏洩信号に追従して相殺信号を生成する適応動作モードとを備え、相殺動作
モードでは相殺信号を保持して振幅や位相が一定の信号とするようにしたものである。上
記実施の形態６は、実施の形態１について、相殺モード中に相殺信号を保持するようにし
たものであるが、非特許文献１に示された回路について相殺モード中に相殺信号を保持で
きるようにした漏洩信号相殺装置を実施の形態７として示す。
【００６３】
　図５は、実施の形態７の漏洩信号相殺装置を用いた送受信機の構成図である。実施の形
態７の動作について説明する。
　先ず、カプラ２０１で取り出した送信信号（搬送波）の一部は直交変調器２０２のＬＯ
端子に入力される。直交変調器２０２は、第１、第２のＤ／Ａ変換器３０８、３０９が出
力するＩ，Ｑ信号を用いて取り出した信号の振幅と位相を調整して相殺信号を出力する。
相殺信号は合成器２０５で受信信号と逆相で合成されて、受信信号に含まれる漏洩信号を
相殺する。
【００６４】
　一方、合成器２０５で相殺信号と合成した後の受信信号は直交復調器１１３で直交復調
される。この直交復調器１１３のＬＯ端子には送信信号の一部をカプラ２０１で取り出し
た信号が入力されている。直交復調器１１３が出力するベースバンドＩ，Ｑ信号はそれぞ
れ分配され、一方は、第１、第２の高域通過フィルタ（第１のＨＰＦ、第２のＨＰＦ）１
１４、１１５で直流成分を除去してから受信部１１６で受信信号処理が行われる。他方は
、第１、第２のＡ／Ｄ変換器３０３、３０４でＡ／Ｄ変換されＩ，Ｑ誤差信号となる。更
に、第１、第２の積分器３０５、３０６によって、第１、第２のＡ／Ｄ変換器３０３、３
０４の出力するＩ，Ｑ誤差信号が積分され、Ｉ，Ｑ信号となる。第１、第２のＤ／Ａ変換
器３０８、３０９は、それぞれ第１、第２の積分器３０５、３０６の出力をＤ／Ａ変換す
る。この信号をＩ，Ｑ信号として直交変調器２０２に入力する。
【００６５】
　即ち、相殺信号との合成では相殺しきれなかった漏洩信号は、送信信号の一部を取り出
した信号により直交復調器１１３でＩ，Ｑ誤差信号に分解される。送信信号の一部を取り
出した同じ信号から相殺信号を生成している直交変調器２０２のＩ，Ｑ信号として、相殺
しきれなかった漏洩信号のＩ，Ｑ誤差信号を積分して加えることで、漏洩信号がさらに相
殺されるようになる。漏洩信号の振幅や位相が変化して漏洩信号が十分に相殺できなくな
ったときも、同様の動作により漏洩信号の変動に追従して、漏洩信号がさらに相殺される
。
【００６６】
　例えば、直交復調器１１３で直交復調したＩチャネルの誤差信号が正（負）の場合、第
１の積分器３０５が出力する振幅データが増加（減少）する。すると、積分結果をＤ／Ａ
変換したＩ信号の振幅（第１のＤ／Ａ変換器３０８の出力）が増加（減少）し、直交変調
器２０２がＩ，Ｑ信号を直交変調して生成する相殺信号のＩ成分の振幅も増加（減少）す
る。このような相殺信号を合成器２０５で逆相合成することで、合成後の漏洩信号はＩ成
分の振幅が減少（増加）する。このような制御は受信信号と相殺信号のＩ，Ｑ成分、振幅
が等しくなり、Ｉ，Ｑ誤差信号がゼロになるように常に行われる。
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【００６７】
　以上のようにして、カプラ２０１で送信信号の一部を取り出して合成した相殺信号が受
信信号と振幅、位相が等しくなるように制御される。この相殺信号は合成器２０５で受信
信号と逆相合成されるので、受信信号に含まれる漏洩信号が相殺される。
【００６８】
　受信中、適応動作モードから相殺動作モードに移行する場合、第１の積分器３０５およ
び第２の積分器３０６には、図示しない制御部より保持信号が入力される。これにより、
第１の積分器３０５および第２の積分器３０６は、積分動作を中止し、その出力が保持さ
れる。すると、第１、第２のＤ／Ａ変換器は３０８、３０９が出力するＩ，Ｑ信号も一定
の値で保持され、直交変調器２０２で生成される相殺信号が一定となる。このように、直
交変調器２０２、直交復調器１１３および第１，第２の積分器３０５，３０６は、適応動
作モードから相殺動作モードに移行することによって、受信信号に妨害を与えるといった
ことを防止することができる。
【００６９】
　尚、図５では、直交復調器１１３のＬＯ信号として、カプラ２０１で取り出した送信信
号の一部を用いているが、図６のように局部発振器１０２が出力する局発信号を用いても
よい。また、直交変調器２０２は、実施の形態２と同様に、ベクトル変調器を用いるよう
構成してもよい。
【００７０】
　以上のように実施の形態７の漏洩信号相殺装置によれば、送受信機における送信信号の
受信信号への漏洩信号を相殺する漏洩信号相殺装置であって、送信信号の一部を取り出し
、相殺信号を生成する直交変調器と、受信信号と、直交変調器から出力された相殺信号と
を合成して、漏洩信号を相殺する合成器と、合成器から出力された受信信号を直交復調し
、Ｉ，Ｑ誤差信号を出力する直交復調器と、Ｉ，Ｑ誤差信号をそれぞれ積分する第１，第
２の積分器とを備え、直交変調器は、第１，第２の積分器の出力信号に基づいて相殺信号
を生成し、直交変調器と直交復調器と第１，第２の積分器とは、相殺信号が漏洩信号と等
振幅、同位相になるように帰還制御を行うと共に、漏洩信号を相殺する相殺動作モードと
、変化する漏洩信号に追従して相殺信号を生成する適応動作モードとを備え、相殺動作モ
ードでは相殺信号の振幅と位相を一定とするようにしたので、帰還制御動作による受信信
号への妨害を排除することができ、従って、受信信号のレベルが小さいときでも受信部で
良好に復調することができる。
【００７１】
実施の形態８．
　以上の実施の形態では、相殺信号を生成する回路の出力が受信信号と相殺信号を合成す
る合成器２０５に常時接続されている。このような構成では、相殺信号を生成する回路中
の直交変調器やレベル調整用の増幅器などから熱雑音が発生した場合、この熱雑音が合成
器２０５を介して受信信号に入り込むことになる。その結果、例えば、空きチャネルの検
出のときに、漏洩信号相殺装置で生じる熱雑音が受信部１０８に入力され、受信した微弱
な信号の有無を検出することができない恐れがある。そこで、実施の形態７では、相殺信
号をオンオフするスイッチを設け、空きチャネル検出といった、送受信機として送信動作
は行わず、受信動作のみの場合はこの相殺信号スイッチをオフとしている。
【００７２】
　図７は、実施の形態８の漏洩信号相殺装置を用いた送受信機の構成図である。
　図において、相殺信号スイッチ２１１は、第１の分配器２０３と合成器２０５との間に
設けられ、第１の分配器２０３の出力と合成器２０５の入力を導通させたり遮断したりす
るためのスイッチである。この相殺信号スイッチ２１１は、図示しない制御部によって、
送受信機における空きチャネル検出時にオフとなるよう制御される。
【００７３】
　即ち、無線識別システムの質問器やレーダ装置において、複数の質問器やレーダ装置が
複数の送信周波数チャネルを共用する場合に、先ず、自分が信号を送信しようとするチャ
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ネルが空いているかどうか、その周波数を受信して受信レベルを調べ、他の質問器やレー
ダ装置が送信している信号がないことを確認する。そして、他の装置がそのチャネルを使
っていないことを確認した上で信号を送信し、複数の装置が同じ周波数チャネルで信号を
送信して互いに妨害を与えることを防止している。つまり、このような空きチャネルの検
出時では、質問器は送信動作を行わず、受信動作のみを行うことになる。
【００７４】
　図示しない制御部は、このような送受信機における空きチャネル検出時には相殺信号ス
イッチ２１１をオフ制御し、合成器２０５への入力を遮断する。これにより、漏洩信号相
殺装置で生じる熱雑音が受信部１０８に入力されるのを防ぐため、受信信号が微弱な信号
であっても、その有無を検出することができる。
【００７５】
　尚、図７に示した上記例では、実施の形態１の構成に対して相殺信号スイッチ２１１を
追加する例を示したが、これ以外にも、例えば、図８に示すように非特許文献１に記載の
漏洩信号相殺回路や、他の実施の形態の構成に対して適用しても同様の効果を得ることが
できる。
【００７６】
　以上のように、実施の形態８の漏洩信号相殺装置によれば、合成器への相殺信号の入力
をオンオフする相殺信号スイッチを設け、送信動作を行わず、受信動作のみの場合は相殺
信号スイッチをオフするようにしたので、例えば、空きチャネル検出時等、微弱な信号を
受信する場合でもその信号の有無を確実に検出することができる。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
　以上のように、この発明に係る漏洩信号相殺装置は、漏洩信号の変動に追従して安定し
た漏洩信号の相殺を実現する構成に関するものであり、無線識別システムの質問器やレー
ダ装置に用いるのに適している。
【図１】 【図２】
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